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滞納対策業務に係るシステムの導入について 

 

 区財政の根幹をなす住民税等の徴収事務を担当する滞納対策課では、収入未済額の縮減及

び収入率の向上等を目指し、また個人ごとに異なる滞納理由を把握し、きめ細かな対応に心

がけ、日々滞納整理事務を行っている。 

 この度、事務の効率化等を図ることを目的として、新たに「財産調査システム」及び「自

動音声電話催告システム」を導入する。 

 

 

第１ 財産調査システム 

１ 経緯 

 現在、滞納対策課では滞納者に対して、国税徴収法第 141 条等の規定に基づき、金融機

関等に書面にて調査し、その回答により納税交渉及び行政処分等を進めている。 

紙ベースで行っている調査業務は、自治体及び金融機関双方にとって、職員の作業量、

費用負担等の業務負担が大きくなっている。 

内閣官房ＩＴ総合戦略室が取り組んでいるデジタル・ガバメント実行計画（平成 30 年

7 月 20 日デジタル・ガバメント閣僚会議決定）において、「原則として 5 か年以内にデジ

タル処理を前提とした業務へ移行していくことにより、迅速かつ適切な行政事務の遂行を

達成する」ことが盛り込まれた。   

同時に、三者（行政、金融機関等、事業者）による事務効率化に向けた検討により、令

和元年度から電子データによる照会システムが稼働したため、当該システムを導入する。  

参考：平成 30年度調査実績 

      預貯金 23,532件、生命保険 10,114件、その他 6,712件 合計 40,358件 

 

２ システムの概要及び事業者（別紙 １） 

〇預貯金照会の調査依頼及び回答を電子データ化し、事業者のデータ処理センターが集

約・送受信を行うサービスである。 

〇総合行政ネットワークを利用するため、安全にデータの送受信ができる。 

〇金融機関からの回答取得に紙の場合 2～3 か月かかっていたが、1～3 日に短縮できる。 

〇当該サービスを行う事業者は、現在 2 社である。 

 

３ システムの導入の可否 

  当該システムは、スタート間もないサービスであり、現状では参加金融機関が限られて 

 いる。しかし、参加金融機関の拡大により往復の郵送費や職員の事務作業の軽減が図れる

ことから、両社のサービスを導入する。 

なお、令和 2年度の実績や費用対効果を検証したうえで、令和 3年度以降の継続利用の

可否について検討を行う。 

 

４ 今後の予定 

令和 2年 3月以降 順次導入 

生 活 福 祉 委 員 会 資 料 

令 和 ２ 年 ２ 月 ２ ６ 日 

区民生活部滞納対策課 

区民生活部国保年金課 
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第 2 自動音声電話催告システム 

１ 経緯 

 早期未納者対策として、平成 23 年度から非常勤職員による現年度のみ未納者に対して

電話催告を行い、一定の効果を上げてきた。しかし、電話催告業務は職員が直接行うため、

架電数には限界があり、滞納者全件に対応することが出来ないという課題があった。 

また、電話に出ない者も多く、時代に即した催告方法も求められていた。 

 そこで、現在行っている電話催告の補完業務として、自動音声による電話催告システム

（以下「オートコールシステム」という。）及び、多様な情報伝達手段を講じるため携帯

電話に文字情報を送達するショートメッセージサービス（以下「SMS システム」という。）

の 2 つの機能を搭載した「自動音声電話催告システム」を導入する。 

 

２ システムの概要 

（１）オートコールシステム：（別紙 ２） 

①滞納者の情報（カナ氏名、電話番号）とシナリオ（文章）によるデータを作成 

②暗号化したデータを音声発信用サーバーに送信 

③サーバーで合成した音声データ（音声に変換したメッセージ）を受信 

④発信時間を設定し自動的に架電する。 

⑤結果集計機能を使用して、今後の対策に活用する。 

 

＊オートコールシステムおける本人確認 

本人の場合：自動音声による本人氏名の確認を行い、本人の場合トーンボタン（＃） 

を押してもらい、その後シナリオを流す。 

   他人の場合：本人氏名の確認により本人でない場合、切電するようアナウンスを流   

                  す。 

   留守録の場合：トーンボタン（＃）が押されず、切電もされない場合は不在と判断し 

特定の秒数経過後、留守録にシナリオを流す。 

 

（２）SMS システム：（別紙 ３） 

①滞納者の情報（電話番号）とシナリオ（文章）によるデータを作成 

②暗号化したデータを発信用サーバーに送信 

③携帯電話会社毎に振り分け滞納者の携帯へ送信する。 

  ④ 

  ⑤ 

 

＊ 着信画面に HP にリンクする機能を付ける。 

 

３ 個人情報保護への配慮  

（１）案内する内容は、滞納額等のセンシティブな内容ではなく「こちらは目黒区役所税

務課です。大切なお知らせを送付したのでご確認下さい」というもの。 

（２）専用の電話番号を取得し、区からの発信であることを事前に HP で周知を図る。 

（３）事業者へ提供したデータは 2 か月後の末日まで保持し、その後全データ自動消去

する。 

 

結果集計機能を使用して、今後の対策に活用する。 
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４ 事業者 

  次の 3 点を満たす事業者のシステムを導入する。 

（１）発信元の信頼性確保という観点から、区で所有する電話番号から電話発信できる。 

（２）費用面と強固なセキュリティ対策の観点から、区側にサーバを設置しない。 

 （３）他自治体で導入実績がある。 

 

５ 運用方法（予定） 

現在、1 年間に国民健康保険料 4 回、住民税 3 回、滞納者に対して一斉に催告書を送 

 付しており、その催告に合わせて電話催告を行っている。 

今後は、職員では電話出来ない対象者に、オートコールシステムで案内する。結果集計 

機能により着信拒否等の滞納者に対しては、その後 SMS システムで案内する。 

また、システム導入による効果を検証のうえ、督促を発送した旨の催告に拡大する予定。 

 

平成 30 年度電話催告実績 

 8 月 10 月 12 月 2 月 合計 

対象者数 6,614 4,527 5,263 3,588 19,992 

電話催告者数 611 529 786 818 2,744 

 

６ 今後の予定 

  令和 2 年 8 月  両システム導入 

以   上 



別紙   １    

 

  

 

 

２ 事業者及び導入経費 

事業者 参加金融機関 
元年 9月 

調査割合 

導入自治体 

（予定を含む） 
料金体系（税別） 

令和元・2年度 

特例割引 

Ａ社 

四国地方の四地方銀行、北海道

銀行、琉球銀行、七十七銀行、

北陸銀行の８銀行 

0％ 港区、中野区、千葉市、

船橋市等 

月額費用 2万円 

口座照会 10円/件 

明細取得 120円/件 

月額費用 2 万円と口座照会 10 円/件 

が不要 

Ｂ社 

みずほ銀行（口座照会のみ）、埼

玉りそな銀行、横浜銀行等金融

機関１３行 

11.1％ 

 

港区、文京区、江東区、

中野区、東京都主税局、

川口市等 

初期費用 30万円 

月額費用 19万円 

初期費用 30万円が不要 

 

１ 財産調査システムの概要 



自動音声電話催告システム概要
目黒区総合庁舎

オートコールシステム・ＳＭＳの専用PC 

NTT（公衆電話網） 
（当該回線は、専用電話番号を取得する） 
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     システムベンダー 

①データ作成 

 

②区からデータを送信 

③区から送信したデータを合成音声データに変換 

 ※オートコール 

 
 
 
対
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
象
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③の２ 架電  

※オートコール 
 
 

 ⑤結果集計を取得 

基幹系システム 滞納管理システム 

①～⑤までは手動操作 

区のHPで確認 

滞納対策課 

クラウド 

LANケーブル 

データ 

データ 

USBメモリ

にデータ

を移す 

システムサーバ 

音声発信用 

結果管理用 ④ 結果送信 

オートコール 

① ・滞納者情報（カナ氏名・電話番号） 

   ・シナリオ（文章）を作成 

②区からデータを送信 

③区から送信したデータを合成音声デー

タに変換 

③の２ 架電 

④結果送信 

⑤結果集計を取得 

 

滞納管理システムにより滞納者情報

リスト作成（EUC機能で抽出） 

   
 
 
 

サーバ管理室で、認証付きUSBメモリ

にデータを移す 
 
 
 
 
 

個別PCへと滞納者情報を移し、①の

データを作成する 

EUCデータ 

個別PC 

滞納者情報の抽出 

結果集計 

問い合わせ（納付相談） 

別紙 ２ 

ＳＭＳ 

① ・滞納者情報（電話番号） 

   ・シナリオ（文章）を作成 

②区からデータを送信 

③システムサーバから、ショートメッセー

ジを送信 

④結果送信 

⑤結果集計を取得 

 

③システムサーバから、ショートメッセージを送信 ※ＳＭＳ 


